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月 30 日付で博士（経営学）学位請求論文が提出された。2020 年 11 月 13 日の審査委員会
において、神野和昭氏が本大学院経営学研究科課程博士論文の提出要件であるステップ 3
の判定評価を受けていることと、査読付き論文（「わが国の有形固定資産会計と国際会計基
準との比較研究」グローバル会計学会『グローバル会計研究』第 1 号、2019年 7月刊行、
71－88 頁）が公刊済みであることを確認した上で、博士論文の受理が決定された。同日、
博士論文審査小委員会（主査：神谷健司、副査：坂上学、高橋美穂子、菊谷正人）が発足




の完成度を高めるために、若干の修正•改善を求めることとした。2021年 2 月 1 日付で、神
野氏から「博士論文審査公開セミナーにおける修正・改善事項への対応概要」を添付した
























序章   本論文の目的と構成 
第 1章  取得原価の決定（その 1）― 取得形態別の取得原価 
第 2章  取得原価の決定（その 2）― 資産除去費用の会計処理 ― 
第 3章  減価償却における論点 
第 4章  減損損失における論点 
第 5章  有形固定資産の再測定 ―原価モデルと再評価モデル ― 
第 6章  「再評価モデル」における減価償却費と減損損失の特徴  
―「原価モデル」との比較分析 ― 


























































































































2021 年 1 月末日に提出された再提出論文においては、これらの点は加筆修正され、大幅
に改善されたが、その上で残された課題として以下の 4 点を提起したい。 
第一に、ポストコロナ経済下における景気悪化、企業の業績低迷等を前提にして、一時
的にせよ「売却時価の再評価モデル」の導入を提案しているが、わが国では制度会計上「原
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価モデル」が採用されている時点で、その導入の実行可能性には疑義が残る。その点につ
いて、具体的な提案が欠如していた。 
第二に、有形固定資産会計における重要な課題について、主に会計基準の国際的比較研
究を行っているので、そこに内在する理論的考察が不十分であった。それとともに、会計
基準の比較に終始してしまったために、過去における各国会計実務の実証研究も十分では
なかった。 
第三に、ポストコロナ経済下では一時的にせよ「売却時価の再評価モデル」を採用する
ことが提案・推奨されていたが、ポストコロナ経済が過ぎた場合、有形固定資産を売却す
る必要がない企業の場合に対する考察が不足していた。 
第四に、有形固定資産のあるべき評価に関連して、会計基準設定における基礎となる「概
念フレームワーク」との関係が序章で示されている。しかしながら、本論文に関連する項
目について、関連する概念フレームワークの形成過程およびそのプロセスにおいて議論さ
れた証拠も含めて提示する必要があったと思われる。すなわち１つの章を設けて IASBと
FASBの概念フレームワークについてより詳細に検討することが必要であったと思われる。 
 
 
（3）結論 
以上のような課題を残しているものの、これらの課題は今後十分に取り組み可能なもの 
であり、本論文の貢献を大きく損なうものではない。神野氏の今後の研鑽により克服され、 
実務の経験を踏まえた研究のさらなる発展が期待される。 
ここに、審査小委員会は、全員一致で本論文が博士(経営学)の学位資格を十分に備えてい
るとの結論に達した。 
